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　繰越欠損金控除前の黒字申告割合とは、過年度から繰り越された欠損金等を控除する前の所得金額が黒字法人の割合を示します。


　この標本調査は平成３０年３月に発表された平成２８年度分の法人約２６７万社についての調査結果報告です。
　対象事業年度は平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に終了した事業年度です。


　資本金別申告所得金額の割合を比べるとＨ２８年度は資本金１億円超の法人が６２．５％を占めており、１億円以下の法人が３７．５％となっています。
　Ｈ２７年度は１億円超の法人が６４．０％、１億円以下の法人が３６．０％となっており、１億円以下の法人の申告所得金額が１．５ポイント伸びています。



　国税庁から発表される利益計上法人は繰越欠損金控除後の黒字企業のことです。
　平成２８年度は３６．５％となっており、平成２２年以降６年連続で増えています。
　繰越欠損金控除後の黒字企業割合の数字が報道されますが、実は単年度の黒字企業割合は６０％近い数字となっています。


６年連続で５０％を上回っています。
平成２３年度は５１．３％、２４年度は５３．２％、２５年度は５５．０％、２６年度は５６．３％、２７年度は５６．２％、２８年度は５７．０％となっています。




